めざすべき看護体制の提言
はじめに
1989年から取り組んだ私たちの「看護師ふやせ」の運動、ナースウェーブは全国で旺盛に展開され、1992年には看護婦確保法が制定、基本指針には「夜勤は月8日以内」が明記されました。しかし、政府の「看護職員需給見通し」は1994年時点で96万2千人、50床当たり17～18人程度の看護職員配置という職場と患者の実態からかけ離れたものでした。日本医労連は、政府が策定する「第5次看護職員需給見通し」に向けて、実態を改善する看護職員体制として200万人以上を提起、その後の運動の指針としてきました。
私たち日本医労連の継続した大幅増員を求める運動や医療関係団体等の取り組みもあり、2011年の看護職員就業者数は149万5572人と増加しました。しかしながら、現場は医療の高度化・技術進歩、IT機器の導入、入院期間の短縮化、患者の高齢化、それに伴った認知機能低下者の増加など、大きく様変わりしています。それらの変化に人員体制が追いつかず、労働環境は以前にも増して厳しくなっています。今の職場実態を改善し、看護職員が誇りを持って働き続けられる体制実現を求め、「めざすべき看護体制」の提言としてとしてまとめます。
Ⅰ．医療・看護をめぐる情勢と看護職員の実態
大幅増員なくして2025年の医療需要には応えられない
政府・厚労省は財界やアメリカの求めに応じ、医療・社会保障を国の責務から自助・共助に変質させ、市場化に道を開く政策をとっています。2013年秋の臨時国会で「可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法」（プログラム法)を強行し、それに則った具体的な改悪を進めていますが、その内容は公的保険制度を限りなく縮小する医療・介護からの国民締め出しです。こんな改悪を許せば、国民のいのちと健康が破壊され、医療・福祉労働者の働き方もさらに悪化します。
入院から在宅へ、公的保険から市場化へという流れをつくる政府ですが、その政府推計でさえ、高齢化がピークとなる2025年には看護職員200万人が必要としています。「『手厚い看護体制』7対1病棟が医療費が増大させた」と攻撃する政府は、現在の36万床から2025年にむけて半減させるとしています。先進諸国と比較しても決して「手厚い配置」にはなっていないばかりか、日本医労連の「2013年度看護職員の労働実態調査」結果でも（32,000人を超える回答数の60％が「7：1」病棟勤務）、4人に3人が辞めたいと答えており、大幅増員での労働条件改善は急務です。
「有害業務」である夜勤交替制労働が増えている

24時間365日業務が継続する医療・看護現場では、夜勤・交替制勤務が不可欠です。「サーカディアンリズムを崩す夜勤・交替制勤務」の健康への有害性は明らかで、慢性疲労・睡眠障害・循環器系への影響、長期的には発がん性にも及ぶことが指摘されています。2008年大阪高裁は、看護師の夜勤交替制労働が量的過重だけでなく質的過重も強いと認め、過労死認定基準（80時間）未満の残業時間でも過労死と認定しました。また、夜勤・交替制労働者の慢性疲労や作業能力の低下は、患者・国民への安全な医療・看護提供に影響が大きく、いのちに関わる問題である点からも改善が急がれます。
日本医労連「2013年度夜勤実態調査」結果は、2交替夜勤が過去最高の3割に増え、うち16時間以上に及ぶ長時間勤務は約6割で、前年より1割増えました。2011年6月17日、厚労省が発出した「看護師等の『雇用の質』の向上のための取組について」（以下、「5局長通知」）も活かした改善運動をしてきましたが、実態は深刻で、改善にほど遠い結果となりました。また、2013年度「看護職員の労働実態調査」では約9割がミスやヒヤリハットの経験から医療事故への不安を答え、大きな原因として8割の看護職員が「慢性的な人員不足による現場の忙しさ」をあげています。国民に安全・安心な医療・看護を提供するためには、それを支える看護体制、大幅増員が必要です。

Ⅱ．私たちの要求
１．働き続けるための労働条件を整備

（１）2007年の国会決議「日勤は患者4人に看護師1人、夜勤は患者10人に看護師1
人」以上を基本とし、それ以上の配置を行うこと。

（２）１日8時間労働で、夜勤交替制勤務の場合は、心身に優しい「正循環勤務（週労
働32時間となる）」とすること。

（３）完全週休2日制、諸休日の完全取得とすること。
（４）母性保護の視点を重視し、生理休暇の完全保障と妊娠者の夜勤免除を行うこと。

（５）在宅を含めたすべての職場で、「1人勤務」をなくすこと。
２．現状に合わせた必要数
　１の条件を加味しての予備率は、病棟・在宅で「2.39」、外来等で「1.43」となり、現状に合わせての必要数は以下となる。
病　棟　　210万人

　外　来　　36.3万人
　訪　問　　14.4万人　計260万7000人＋23万7700人（＊印部分）＋α／300万人
＊下記は「第7次看護職員需給見通し」最終年度の常勤換算による。

助産所　　　　　　　2400人
介護保険関係　　　　16万4700人

学校養成所　　　　　17900人

保健所・市町村　　　38200人

事業所・研究機関等　14500人　　　／計23万7700人

Ⅲ．各職場状況とめざすべき看護体制・必要数
≪病棟≫
１．病棟の状況とめざすべき看護体制
医療の進歩とともに、患者の重症化・高齢化やそれに伴う認知機能低下者の増加などにより、急性期や慢性期、精神科領域に関わらず看護職に求められるものは高くなっています。東京医労連看護闘争委員会の病棟実態調査においても、慢性期病棟でも人工呼吸器やIVH管理などの医療処置が増えており、「必要なケアを行うための看護職員配置は、病院・病棟によって差はない」と報告しています。病院や施設の個室化も、看護職員配置が増えない中では、受け持ち部屋増加に伴う動線の長さや、目が行き届かないなどの問題も出てきます。それらを考慮し、以下を条件として設定しました。
（１）病棟の特殊性は考慮せず、医療施設全体を平均して考える。
（２）2007年の国会決議「日勤は患者4人に看護師1人、夜勤は患者10人に看護師1
人」以上を基本とする。（休憩時間等も含め、夜勤時間帯の常時4人確保のためには少なくとも5人体制が必要）
（３）8時間労働で、心身に優しい正循環勤務とするため、週32時間労働で試算する。

（４）１看護単位は40床とする。
（５）夜勤は3交替、5人以上体制とする。
（６）完全週休2日制と諸休日・休暇が完全取得できる体制とする。
２．病棟における必要数
（１）積算のための基準
医療施設の全病床数は171万2539床（厚労省2011年）で、1看護単位（病棟）を平均40床、全国171万床で試算。
（２）休みを保障する指数
休みは完全週休2日制と諸休日・休暇の完全取得、週32時間（正循環）のために「夜勤のための勤務免除」を試算。

休みを保障する指数
＝365÷（365－【夜勤のための勤務免除】52－日曜52－土曜52－祝休日15－年末年始5－夏季休暇3－生休13－年休20）＝　2.39　
（３）１看護単位当たりの看護職員必要数
日中と夜間の医療提供内容は差がなくなってきており、医療の高度化がすすんでいる現状では先進諸国並みの配置が必要となっています。今回は、2007年の国会決議の早期実施を求めて、「日勤は患者4人に看護師1人、夜勤は患者10人に看護師1人（常時4人確保のために5人体制）」で試算します。
　1看護単位当たりに必要な人数
（準夜5＋深夜5＋日勤10）×休みを保障する指数2.39＋師長1＝48.8人≒　49人　
（４）病棟（病院）全国の必要数
　病棟の必要数＝49人×（171万床÷40床）＝209万4750人≒　210万人　
＊100床当たりの看護職員数＝122.2人
（５）夜勤日数
日勤患者4人に看護職員1人・夜勤常時4人配置した時の夜勤日数
　師長を除く48人を夜勤稼働人員と考えると
　　31日の月　（準夜5＋深夜5）×31日÷48≒6.46
　　年平均　　 （準夜5＋深夜5）×365日÷12カ月÷48≒6.34
３．全国の必要数
1看護単位当たり「日勤患者4人に看護職員1人・夜勤常時4人配置」し、正循環勤務で休日の完全取得に必要な人数は210万人。
≪外来≫
１．外来看護の状況
（１）厚生労働省「平成23年（2011）患者調査の概況」（以降、患者調査）によれば、歯科診療所を除く外来受診者589万8千人の48.15％が65歳以上、27.48％が75歳以上となっています。在院日数短縮化の影響にとどまらず、患者の重症化、高齢化とそれに伴う認知機能低下者の増加等で、移送や排泄、コミュニケーションなど入院と変わらないケアが外来でも求められています。また、ユニット化での外来抗がん剤治療など診療報酬で誘導された外来治療が増え、外来における看護職員の業務や役割が拡大しています。
（２）しかし、看護体制は病院全体の調整弁的になっていることが多く、様変わりした外来に対応するものとなっていません。診療報酬で評価されている退院調整看護師や糖尿病療養指導などによる看護外来、認定看護師配置等を除けば、夜勤に入れる看護職員は病棟配置が優先され、外来はパートなど非正規や診療補助者（クラークなど）に置き換えられる傾向が強くなっています。結果、看護職員の配置は単科配置ではなくブロック化（例えば、外科系・内科系・産婦人科系・小児科系など）が進み、窓口にしか看護職員がいない、総合案内でトリアージ、コンシェルジュやボランティア配置で患者対応などを実施している施設も多く、本来の外来看護（患者援助、観察と個別対応、療養相談・生活指導、他職種との調整など）ができなくなっています。
（３）内視鏡下や放射線分野における治療・検査技術が発達し、件数も増加しています。これらの専門科では看護体制が確立していない施設も多いため、時間外労働や緊急対応が多いのが実態です。調整弁的な役割を担わされている外来看護職員は、通常の外来診療の補助はもちろん、緊急の検査・治療・手術、一元化による病棟夜勤など、オールマイティな能力を求められることも多く、技術習得や人間関係（医師を含む医療スタッフ、患者・家族）の構築などストレスも高くなっています。医療法施行規則における外来看護職の配置基準は、「患者30名につき看護職1名」で昭和23年（1948年）から変わっておらず、患者の安全と人権を守る看護職員の配置が必要です。
（４）1次から3次によって差があるとはいえ、救急外来は生命維持のために迅速かつ正確な判断と処置が求められます。いまだに当直制が多くの医療機関で取られ、休憩時間もまともにとれないような状態です。観察不足や見落としが重大な事態に繋がる恐れのある救急職場では、疲労や連続する緊張からの軽減策が必要です。不十分な体制を抜本的に改善し、地域のニーズに応え、安心して夜間でも必要な救急医療が提供できる体制と、十分な教育・研修の機会が必要です。また、救急患者は感染症や既往歴など情報量が乏しく、看護職員や医療従事者への危険性が高い職場であり、酩酊状態や暴力的な患者への対応機会も多く、広い意味での危険防止対策が求められます。
２．めざすべき看護体制
（１）様変わりする医療・看護の状況を踏まえ、病院の配置を看護職員1人に対し患者15人、診療所30人として試算。
（２）小児科、処置や検査の多い耳鼻科・眼科等はプラスαの配置が必要。

（３）内視鏡、放射線科、カテ室等は、安全の視点から患者1人に看護職員2人を基本に考える。

（４）救急外来においては、救急患者10人に看護職員1人以上とすること。また、専
門の救急医を配置するとともに、検査など必要な専門職を配置し、患者のいのちと安全が守れる体制とすること。交替制勤務とし、夜間も複数の看護職員を配置すること。
３．必要数
（１）休みを保障する指数

休みを保障する指数＝年間診療日÷（365日－年間休日・休暇数）＝（365－日曜52－祝休日15－年末年始5）÷（365－土日104－祝休日15－年末年始5－夏休み3－生休13－年休20）＝293÷205＝1.429≒　1.43　
（２）外来における必要数

患者調査から、1日の病院の外来患者数は約166万人、診療所424万人

　病院外来必要数　　166万人÷15人×指数1.43＝158253.3≒15万8300人

　診療所外来必要数　424万人÷30人×指数1.43＝202106.6≒20万2200人

（３）結果

病院外来16万人、診療所外来を20万3千人（救急外来除く）で36.3万人
≪手術室≫
１．手術室の職場状況
（１）3交替24時間対応から日中のみ週何回かの手術まで、病院規模別に術件数や内容、及び体制に相当の差があるのが手術室です。一方で技術進歩は目覚ましく、より患者への侵襲が少ない方法で、困難な手術も可能となりました。その分、手術時間は伸び技術も必要になりますが、診療報酬上の評価は低いままです。また、術成績で評価されるため、合併症などリスクを考慮し、手術が選択肢から除外されることもあり、医療政策によって左右されます。驚くスピードでの技術革新は、当然、看護職員にも広範囲かつ多様で高い専門性が要求されます。また、短期入院・日帰り手術などで患者の情報収集が困難となっている中でも高い専門性が求められますが、看護職員配置には何の基準もないままです。
（２）「経済効率」が優先される下で、①手術台の空き時間を減らし、いかに効率的運用を図るか、②手術件数をどう増やすか、③少ない看護職員でどう対応するか、が求められる職場です。長時間や緊急手術の急増に残り番・当直・待機・拘束・呼び出し等で対応し、超過勤務が月に40～50時間ということも珍しくありません。より患者のいのちに直結する重大事故につながりやすい職場でもあります。看護職員には、麻酔などにより意識のない患者に対するプライバシー保護や高い倫理観と対応が求められます。また、科ごとの手術手順、扱う特殊器械など覚えることが広範囲で、育成には少なくとも1年半から3年が必要と言われます。にも関わらず、知識や技術の習得が個人任せのところも少なくありません。また、過酷勤務のために麻酔医が離職し、その分を看護職が担わざるを得ないこともあります。教育の機会を保障した人員配置が必要です。

２．求められる看護体制
（１）医療法・診療報酬で看護職員の配置基準を明確にすること。
（２）労基法違反の宿日直勤務や拘束・待機制はやめ、交替制勤務とすること。
（３）安全性の視点からも、臨床工学士など必要な専門職種を配置すること。
（４）手術室の特殊性を加味し、以下の人員配置にすること。
①手術には、少なくとも手洗い看護職員1人と外回り2人の計3人が必要。したがって、手術台1台につき最低3名の看護職員配置が必要。
②手術室は、施設の規模やシステムにより、手術器械のセット係、術後器械の洗浄・消毒係、器械のクリーニング・整備係などが配置されている。施設の状況に合わせて【＋α】を配置する。
③休暇や諸権利を取得するための指数1.43を加えた人員配置をおこなうこと。
④看護助手などの無資格者は、上記の基準以外としてプラス配置すること。
３．必要数
師長・主任+（手術台×3人）×諸休暇保障の指数1.43
≪透析室≫
１．透析の状況
（１）慢性透析療法実施の患者数は2002年以降、増加数が鈍化しているものの、2011年に始めて30万人を超え304,592人となりました。技術の発達で時間短縮された分、これまで2クールだったのを3クール実施する施設も出てきており、職員の労働強化につながる面もあります。
（２）高齢になっての導入、認知機能低下者の増加、複数の合併症など、透析患者が抱える問題も深刻です。透析中の安静が保てない患者が増えライントラブルが頻発、食事介助やオムツ交換など療養上の世話の増大等で看護力が求められています。また、シャント管理やフットケア等のセルフケア困難で、看護職員に求められる質も量も高まっています。透析においても人員配置は明確でなく、「看護必要度と適正人員配置基準の検討」（日本腎不全看護学会誌vol.6　No.2　2004年）では、患者10人に対しスタッフ数（看護師・准看護師・臨床工学技士）2.08人から5.71人と施設間差があり、全国平均では「10人の患者対看護師は1.58人」と報告しています。また同研究によると、透析中に「1時間毎の定時観察のみ」の患者は34％、「不定期な観察・処置が必要」47％、「頻回な観察が必要」15％、「常時必要」4％で、患者の高齢化や合併症の多い糖尿病性腎症患者の増加などで手厚い看護体制を必要としていることがわかります。

２．求められる看護体制
（１）看護の必要性が高くなっており、安全性の点からも複数体制が必要である。

（２）休暇や諸権利を取得するための指数1.43を加えた人員配置をおこなうこと。
３．必要数

師長・主任+（1ベッド×2人）×諸休暇保障の指数1.43
≪訪問看護≫
１．訪問看護の実態

急増する訪問看護への要望で在宅・訪問に働く看護職員の状況が大きく様変わりしていることから、日本医労連は「訪問看護実態調査」を行いました。特徴点は以下です。
（１）夜間・休日の待機が月平均7.6回
夜間待機の拘束時間は概ね15～16時間で、病棟の2交替夜勤に相当し、1人の月夜間待機回数は平均で7.6回、最大では20回にも及んでいます。職員数が少ないほど待機回数が多く、5人未満の小規模ステーションでは、月10回を超える待機になっていました。待機時の電話対応回数はステーションによる差異が大きく、1ヵ月の平均回数と最多回数は、「17：30～22：00」で平均12.9回・最多69回、「22：00～翌5：00」で平均3.2回・最多25回、「5：00～8：30」で平均5.5回・最多29回でした。電話の内容は、病状相談が38.4％と最も多く、処置依頼は8.3％で、尿道カテーテルのトラブル、排便介助などでの出動もありました。

（２）待機明け後の休み保障なし

電話対応後の出動率は全体平均で約22％、出動率が50％をこえるステーションも15％（7ヶ所）、約9割というステーションもありました。夜間待機明けの休みの保障は1ヶ所しかなく、夜間出動した場合でさえ35％（18ヶ所）のみでした。保障の内容も、出動した時間帯や時間数などにより振替休日というものが多く、「翌日の体制をみて判断」という回答もありました。夜間待機・出動後の休みを保障する体制が確立されていない状況です。「待機時は電話かからなくても寝むれない。出動に備えてジャージを着て居間で横になっている」「利用患者数も増え、在宅看取りの方も増えつつある状況。夜間待機で拘束される精神的なストレスは計りしれない」「夜中に呼ばれ、死後の処置又は他の処置をして、翌朝8時30分には出勤するということがある。その時は2日後くらいまで体調が悪い」(自由記載)との声が寄せられ、訪問看護の夜間待機・出動の負担は、身体的にも精神的にも非常に大きくなっています。
（３）医療依存度や介護度が高い
管理する患者の要介護度は、「要介護5」が最多で23％でした。複数の看護職員で訪
問する患者がいるステーションは、49％ (25ヶ所)。複数で訪問するのは、新しい職員と同行、引き継ぎなどの他、認知症などで介護抵抗が強い、暴言暴力行為がある、医療処置が多い、体格が大きい・体重が重いなどで看護職員の身体負担が大きい、拘縮が強い、人工呼吸器使用で入浴介助が有る場合などとなっています。常勤看護職員の日勤時の時間外労働（1人・1日あたり）は平均0.8時間で、主な理由は、報告書・記録作成、緊急訪問、関係機関との連絡・調整、会議等でした。

２．求められる看護の体制

（１）待機時間は概ね16時間程度となっており、夜間待機を月4日に制限することが求められる。
（２）夜間待機の身体的・精神的負担が非常に大きく、待機明けの休み（勤務免除）を保障できる体制が必要である。

（３）電話対応回数や出動率は、ステーションや患者の状況による差異が大きいが、1人待機では出動してしまうと、他の患者への対応が困難となる。また、急変時の医師等への連絡や医療処置、介護抵抗の強い場合など、複数での対応が必要な場合も多い。19年ぶりに改訂された厚労省の新「腰痛予防対策指針」(2013年6月)は、「ノーリフト原則」（原則として人力による抱え上げは行わない）、「抱えあげざるを得ないときは、2人以上で行う」「訪問介護・看護における作業環境の整備につとめる事業者責任」などに言及している。患者と看護師の双方の安全の点からも、複数体制の確保が必要。
３．必要数
（１）休みを保障する指数

年間休日日数212（日曜52、土曜52、待機明け勤務免除52、祝日15、年末年始5日、夏休３日、生休13、年休20）　※待機明け勤務免除を行うためには週32時間労働とすることが必要。

指数　365÷(365－212)＝　2.39　（指数は病棟と同様である）

（２）常時複数体制を考え、2人で試算
　10人×2.39＝23.9　⇒24人（現在の1ヵ所平均5人を複数体制・休暇保障で試算）
　24人×6000ヵ所＝144,000　　計14万4千人
Ⅳ．政策要求
（１）当面、第8次看護職員需給見通し策定にあたっては、夜勤の規制や休暇の完全取得等の働き続けられる条件を基礎に必要数を算定すること。急性期・慢性期とも業務量が増大しており、全体を通じて増員を図ること。
（２）1日の労働時間は8時間、勤務間隔は最低でも12時間以上などを規定したILO看護職員条約・勧告や夜業条約など、国際基準に合わせた国内法を整備・改善すること。とりわけ、看護師確保法を実効あるものに改正すること。

（３）厚労省「5局長通知」に基づく改善を急ぐこと。国民に（2025年にむけて）必要な医療・看護を安全に提供できるように、養成増・離職防止・復職支援を早急に行うこと。

（４）危険な医行為を看護職員に行わせる看護業務拡大・業務委譲は行わないこと。
（５）専門職としての賃金が保障されるように、診療報酬の引き上げや国費投入を行うこと。

（６）重症化をまねく受診抑制政策を直ちに止め、予防医療を重視すること。

Ⅴ．運動の基本
１．政府に対し労働時間規制や保護措置、抜本的な看護職員の確保対策を求めます。夜勤交替制・長時間労働の有害性を周知し、「夜勤改善・大幅増員署名」100万筆達成など大量宣伝で世論に訴え、社会問題化して改善をすすめます。
２．地域医療をまもる視点からも地方自治体への要請を強め、自治体から国への働きかけを求めます。

３．夜勤協定締結・遵守や、労働時間短縮など職場からの運動を強めます。

おわりに

少子高齢化社会の進行の中で必要な看護職員を確保するためには、離職防止と再就業支援を抜本的に強化する必要があります。そのためには「5局長通知」が示す夜勤の負担軽減、適切な労働時間管理は必須です。今回の提言は、政府の「看護職員需給見通し」の見直し・抜本的な確保対策を要求するものです。また、諸外国並みの看護職員配置が必要であることを世論に訴え、国民の理解も求めていきます。医療は目まぐるしい進歩を遂げており、人員体制も比例して改善させなければ安全・安心の医療・看護の提供は困難であり、医療関係団体とも共同して解決を図ります。
長時間労働・夜勤規制に関する日本医労連の提言

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2010年1月19日　

日本医療労働組合連合会　

夜勤は、労働条件の根幹にかかわる問題であり、夜勤制限のたたかいは医労連の歴史そのものです。しかし、今日、医療の高度化、煩雑化等々により現場は様変わりし、とりわけ夜勤は過酷な労働実態にあります。その上に、16時間以上にも及ぶ長時間・2交替制夜勤が急速に増加しています。日本医労連の2009年夜勤実態調査（中間報告）では、2交替制夜勤は18.4％、そのうち73.2％が16時間以上の長時間夜勤となっており、日本看護協会の調査では2交替制夜勤は約半数にも達しています。また、介護現場も長時間・2交替制夜勤が常態化しています。

長時間夜勤は「患者・利用者への安全への有害性」「働くものへの健康への有害性」「働くもの、家族等への生活への有害性」が科学的にも立証されています。また、「1日の労働時間は8時間」が労働基準法にも明記されており、ＩＬＯ看護職員条約でも、「1日の労働時間は8時間を超えるべきではない」「勤務と勤務の間に少なくとも12時間継続する休息時間を与えなければならない」と勧告されています。

日本医労連は、「夜勤制限」の基本要求のもとに運動を行ってきましたが、長時間夜勤が急速に拡大している今日情勢のもとでの「長時間労働・夜勤規制に関する提言」を行うものです。

【長時間労働・夜勤規制に関する提言】

1 １日の所定内労働時間は、8時間以内にすべきである。

2 １日の労働時間は、時間外を含めて12時間を超えてはならない。

3 交替勤務では、次の交替勤務まで、連続16時間以上（少なくとも連続12時間以上）の休息時間を与えねばならない。

4 夜勤は、月64時間を超えるべきでない。

5 夜勤時の配置人員は、患者（利用者）10人に1人以上とすべきである。

6 人員配置は、少なくとも年次有給休暇の完全取得を前提とすべきである。

7 交替制勤務者には、年齢を問わず、乳がん・前立腺がんの定期検診を義務付けなければならない。 

※「べきである」は「原則」であり、「ならない」は禁止事項

※　健診とは総合的な健康診断、検診とは特定の病気かどうかの診察
【日本医労連の基本要求】
①夜勤は3人以上・月6日（当面8日＝64時間）以内

②1回の勤務は8時間以内

③夜勤後の時間外労働の禁止

④勤務間隔16時間（最低12時間）以上

⑤外来等の当直制の交替制勤務化

⑥夜勤・交替制に従事する看護職員の労働時間週32時間以内（常日勤労働者より短縮）

⑦妊産婦の夜勤・時間外労働の禁止、就学前の子を持つ看護職員の夜勤・時間外労働の軽減・禁止措置の拡充など、母性保護と子育て支援の拡充

⑧加齢による夜勤の減免制度（45歳以上軽減、50歳以上禁止）

⑨看護職員など夜勤・交替制労働者の年金支給開始年齢の55歳への引き下げ

⑩ＩＬＯ看護職員条約の批准、勧告の実施、関係国内諸法制の改正

【2交替制夜勤が導入されたところでの要求】

①夜勤回数は月4回（＝8日・64時間）以内を厳守させる

②2時間以上の仮眠の勤務時間内保障（仮眠時間2時間以上＋休憩時間）と仮眠室の整備

③増員によって、夜勤人数を増やさせる（仮眠時の看護の低下を招かない）

④長時間夜勤の後は必ず連休にさせる

⑤健康上の理由や子育て等の家庭事情から長時間夜勤ができない・希望しない職員は3交替勤務を保障する（特にいま、離職防止、働き続けられる職場づくりという観点から追及）

⑥健康診断（年2回以上）の内容充実と、有所見時は夜勤免除などの措置を必ずとらせる

【長時間夜勤の有害性】
1 長時間夜勤の安全への有害性

夜勤者の眠気や疲労が、インシデントや医療事故の増加をもたらすことはよく知れた事実となっている。最近では、インシデントを生じさせた看護職本人の眠気や疲労以上に、同僚看護職が眠気や疲労状態に陥ることによって、インシデント発見能力が落ちてしまうことが報告されている。長時間夜勤が事故の危険を増大させることから、患者・利用者の安全を守るためにも長時間夜勤を禁止すべきである。

2 長時間夜勤の健康への有害性

村上優子さん（25歳）、高橋愛依さん（24歳）の過労死は夜勤労働の過酷さを浮き彫りにした。夜勤が健康に及ぼす影響は、胃腸障害や循環器疾患などが明らかにされてきたが、2001年に米国国立がん研究所が、「１ヶ月に少なくとも3回以上の夜勤がある看護師は乳がんのリスクが上がった」という調査を報告、2005年には、日本睡眠学会が「夜勤交代制労働者（男性）の前立腺がんになる確率が3.5倍も高かった」と報告している。そして、2007年10月には、WHOの国際がん研究機関(IARC)が、「夜勤交代制労働者には発がん性のリスクがある」と発表。デンマーク政府は2009年3月に夜勤と乳がんとの関係を認めて労災補償を決定している。

また、12.5時間以上の夜勤看護師の通勤途上の自動車事故やニアミス、眠気を感じた、という訴えは、8.5時間以下の夜勤看護師より明らかに高いというデータがある。夜勤者の、いのちと健康をまもるためにも長時間夜勤は禁止すべきである。
3 長時間夜勤の生活への有害性

夜勤者は常日勤者と生活リズムが違うため、友達が少ないとか、継続した習いごとができないなど生活への有害性が指摘されてきたが、女性の場合、結婚、出産、育児、介護などライフステージにおける負担が一方的にかかる率が高く、二重労働となりやすい。こうしたことから、夜勤は離職の原因となっており、長時間夜勤は生活調整ができづらいことが指摘されている。看護・介護労働者の離職を防止し、働き続けられる職場をつくるためにも、長時間夜勤は禁止すべきである。
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